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法学部法律学科課程表
	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

教

養

教

育

科

目

Ｔ

Ｇ

ベ

ー

シ

ッ

ク

人
間
的
基
礎

聖書を学ぶ 半期 2 ◎
キリスト教の歴史と思想 半期 2 ◎
キリスト教学A(キリスト教と倫理） 半期 2 ⎫

⎜
⎬◎
⎜
⎭

4科目のうち1科目2単位必修。計4単位
まで卒業単位に算入することができる。

キリスト教学B（キリスト教と宗教） 半期 2
キリスト教学C（キリスト教と文化） 半期 2
キリスト教学D（キリスト教と現代社会） 半期 2
市民社会を生きる 半期 2
地球社会を生きる 半期 2
科学技術社会を生きる 半期 2
キャリア形成と大学生活 半期 2

知
的
基
礎

クリティカル・シンキング 半期 2
数理的思考の基礎 半期 2
統計的思考の基礎 半期 2
科学的思考の基礎 半期 2
情報化社会の基礎 半期 2
メディア・リテラシー 半期 2
読解・作文の技法 半期 2
研究・発表の技法 半期 2

学

科

教

養

科

目

哲学の基礎 半期 ○ ○ 2

ＴＧベーシックの「人間的基礎」の10単位、	
「知的基礎」の８単位を超える部分を算入する
ことができる。

芸術論 半期 ○ ○ 2
歴史学基礎 半期 ○ ○ 2
心理学 半期 ○ ○ 2
社会学 半期 ○ ○ 2
経営学 半期 2
日本国憲法 半期 ● 2
環境の科学 半期 ○ ○ 2
自然の科学 半期 ○ ○ 2
健康の科学 半期 ○ ○ 2
文学 半期 ○ ○ 2
現代の政治 半期 ● 2
文化人類学 半期 ○ ○ 2
東北地域論 半期 ○ ○ 2
情報リテラシー 半期 ○ ○ 2
地理学 半期 ○ ○ 2
現代の倫理 半期 ○ ○ 2
社会情勢論 半期 2

地
域
教
育
科
目

震災と復興 半期 ○ ○ 2
地域の課題Ⅰ 半期 ● 2 ◎
地域の課題Ⅱ 半期 ● 2
地域課題演習 通年 4

外

国

語

科

目

第１類

英語ⅠA 半期 ● 1 ◎
英語ⅠB 半期 ● 1 ◎
英語ⅡA 半期 ● 1 ◎
英語ⅡB 半期 ● 1 ◎

第

２

類

ドイツ語ⅠA 半期 ● 2

週2回開講

フランス語ⅠA 半期 ● 2
中国語ⅠA 半期 ● 2
韓国・朝鮮語ⅠA 半期 ● 2
ドイツ語ⅠB 半期 ● 2
フランス語ⅠB 半期 ● 2
中国語ⅠB 半期 ● 2
韓国・朝鮮語ⅠB 半期 ● 2
ドイツ語Ⅱ 半期 2
フランス語Ⅱ 半期 2
中国語Ⅱ 半期 2
韓国・朝鮮語Ⅱ 半期 2

第３類

ベーシック英語 半期 ● 1 「ベーシック英語」履修を指示された者は、「ベーシック
英語」履修の後に1年後期に開講される「英語ⅠA」を履
修すること。ただし「ベーシック英語」と「英語Ⅲ」と「外
国語コミュニケーション」は進級・卒業単位に含まれない。英語Ⅲ 半期 1

外国語コミュニケーションⅠ 半期 ● 1 ◇
外国語コミュニケーションⅡ 半期 ● 1 ◇

2019（平成31）年度以降入学生適用（その１）



○3

	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

保健体育科目
体育講義 半期 2
スポーツ実技 通年 ● ● 2

外
国
人
留
学
生
科
目

第
１
類

日本事情A 半期 2
日本事情B 半期 2
日本事情C 半期 2

第
２
類

日本語ⅠA 半期 ● 1
日本語ⅠB 半期 ● 1
日本語ⅡA 半期 ● 1
日本語ⅡB 半期 ● 1

専

門

教

育

科

目

導
入
科
目

法学部生入門 半期 ● 2 ⎫
⎜
⎬◎
⎜
⎭

4単位選択必修法学の基礎 半期 ● 2
政策・行政入門 半期 ● 2

第

１

類

憲法Ⅰ 半期 ● 2
憲法Ⅱ 半期 ● 2
憲法Ⅲ 半期 ● 2
憲法Ⅳ 半期 ● 2
行政法総論Ⅰ 半期 ● 2
行政法総論Ⅱ 半期 ● 2
行政法各論Ⅰ 半期 ● 2
行政法各論Ⅱ 半期 ● 2
行政救済法 半期 ● 2
経済法Ⅰ 半期 ● 2
経済法Ⅱ 半期 ● 2
租税法Ⅰ 半期 ● 2
租税法Ⅱ 半期 ● 2
環境法 半期 ● 2
社会保障法 半期 ● 2

第

２

類

民法総則Ⅰ 半期 ● 2
民法総則Ⅱ 半期 ● 2
物権法Ⅰ 半期 ● 2
物権法Ⅱ 半期 ● 2
債権法総論Ⅰ 半期 ● 2
債権法総論Ⅱ 半期 ● 2
債権法各論Ⅰ 半期 ● 2
債権法各論Ⅱ 半期 ● 2
家族法Ⅰ 半期 ● 2
家族法Ⅱ 半期 ● 2
会社法Ⅰ 半期 ● 2
会社法Ⅱ 半期 ● 2
会社法Ⅲ 半期 ● 2
商法Ⅰ（総論） 半期 ● 2
商法Ⅱ（証券・決済） 半期 ● 2
商法Ⅲ（商取引・保険） 半期 ● 2
金融法 半期 ● 2
民事手続法入門 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅰ 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅱ 半期 ● 2
民事執行法・保全法 半期 ● 2
倒産法 半期 ● 2
労働法Ⅰ 半期 ● 2
労働法Ⅱ 半期 ● 2
知的財産法Ⅰ 半期 ● 2
知的財産法Ⅱ 半期 ● 2

法学部法律学科課程表
2019（平成31）年度以降入学生適用（その２）
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	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

専

門

教

育

科

目

第

３

類

刑法総論Ⅰ 半期 ● 2
刑法総論Ⅱ 半期 ● 2
刑法各論Ⅰ 半期 ● 2
刑法各論Ⅱ 半期 ● 2
刑事訴訟法Ⅰ 半期 ● 2
刑事訴訟法Ⅱ 半期 ● 2
刑事政策Ⅰ 半期 ● 2
刑事政策Ⅱ 半期 ● 2

第

４

類

法哲学Ⅰ 半期 ● 2
法哲学Ⅱ 半期 ● 2
法制史Ⅰ 半期 ● 2
法制史Ⅱ 半期 ● 2
日本法と外国法 半期 2
法文化論 半期 ● 2

第

５

類

国際法Ⅰ 半期 ● 2
国際法Ⅱ 半期 ● 2
国際法Ⅲ 半期 ● 2
国際法Ⅳ 半期 ● 2
国際経済法 半期 ● 2
国際私法 半期 2

第

６

類

政治学Ⅰ 半期 ● 2
政治学Ⅱ 半期 ● 2
政治思想史Ⅰ 半期 ● 2
政治思想史Ⅱ 半期 ● 2
国際政治論Ⅰ 半期 ● 2
国際政治論Ⅱ 半期 ● 2
比較政治論Ⅰ 半期 ● 2
比較政治論Ⅱ 半期 ● 2
地方自治論Ⅰ 半期 ● 2
地方自治論Ⅱ 半期 ● 2
行政学Ⅰ 半期 ● 2
行政学Ⅱ 半期 ● 2
平和学 半期 ● 2

第

７

類

基礎演習Ⅰ 半期 ● 2
基礎演習Ⅱ 半期 ○ ○ 2
演習一部 通年 ● ● 4
演習二部 通年 ● ● 4 ⎫⎬◎

⎭
選択必修卒業試験 半期 2

コース総合演習A 半期 ● 2
コース総合演習B 半期 ● 2
外国書講読 通年 ● ● 4
法曹養成実習Ⅰ 通年 ● ● 2
法曹養成実習Ⅱ 通年 ● ● 2
法曹養成実習Ⅲ 通年 ● ● 2

第

８

類

経済原論Ⅰ 半期 ● 2

第8類から12単位まで卒業所要単位に算入する
ことを認める

経済原論Ⅱ 半期 ● 2
国際経済論Ⅰ 半期 ● 2
国際経済論Ⅱ 半期 ● 2
財政学Ⅰ 半期 ● 2
財政学Ⅱ 半期 ● 2
社会保障論Ⅰ 半期 ● 2
社会保障論Ⅱ 半期 ● 2
海外研究Ⅰ 半期 2
海外研究Ⅱ 半期 2
法学専門技能 半期 2
コミュニケーション技能 半期 2

第９類 専門特殊講義 半期 2

法学部法律学科課程表
2019（平成31）年度以降入学生適用（その３）
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	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

教
育
職
員
免
許
状
の
教
科
に
関
す
る
科
目

日本史要説 半期 2
外国史要説 半期 2
地誌学概説 半期 2
地理学概説 半期 2
日本近現代史 半期 2
民俗学概論Ⅰ 半期 ● 2
民俗学概論Ⅱ 半期 ● 2
江戸から明治へ 半期 ● 2
西洋中世史 半期 ● 2
西洋近代史 半期 ● 2
経営史Ⅰ 半期 ● 2
経営史Ⅱ 半期 ● 2
経済史Ⅰ 半期 ● 2
経済史Ⅱ 半期 ● 2

教

職

等

に

関

す

る

科

目

現代教職論 半期 2 ◇

◇印は、教育職員免許状取得に必修。

☆印は、中学校教諭免許状取得に必修。

※�印は、取得しようとする免許の種類と
教科によって履修方法が異なるため、
詳細は大学要覧「教職課程」を参照。

教育基礎論 半期 ● 2 ◇
教育の制度と経営 半期 ● 2 ◇
教育心理学 半期 2 ◇
教育課程論 半期 ● 2 ◇
道徳教育の理論と方法 半期 2 ☆
教育の方法と技術 半期 2 ◇
教育相談の理論と方法 半期 2 ◇
生徒指導・進路指導の理論と方法 半期 2 ◇
社会・地理歴史科教育法（概論・理論） 半期 ● 2

※

社会・公民科教育法（概論・理論） 半期 ● 2
社会・地理歴史科教育法（実践） 半期 ● 2
社会・公民科教育法（実践） 半期 ● 2
社会・地理歴史科教育法（応用） 半期 ● 2
社会・公民科教育法（応用） 半期 ● 2
社会科教育法（発展） 半期 2
特別支援教育論 半期 2 ◇
特別活動・総合的な学習の時間の理論と方法 半期 2 ◇
介護体験実習 通年 ● ● 2 ☆
教育実習Ⅰ 通年 3 ◇
教育実習Ⅱ 通年 2 ☆
教職実践演習（中・高） 半期 ● 2 ◇

卒業に必要な最低修得単位数
分　　　類 単　位　数

教養教育科目
TGベーシック

人間的基礎 10 必修６単位含む
知的基礎 ８

ＴＧベーシック～学科教養科目
他学部・他大学開講教養教育科目 16

地域教育科目 ２ 必修
外国語科目　第１類 ４ 必修
教養教育科目　学科教養科目，地域教育科目
外国語科目　第2類，保健体育科目，
他学部・他大学開講非専門教育科目

８

専門教育科目　導入科目 ４ 選択必修
専門教育科目　導入科目，第1類～第9類
他学部・他大学開講専門教育科目 72 「演習二部」・「卒業試験」から選択必修

合　　　計 124

法律学科卒業要件

政策・行政 企業法務 法律専門職
導入科目 ４注2 ４注2 ４注2

第1類 8 4 8
第2類 10 18 16
第3類 4 2 8
第4類

6第5類
第6類 8
第7類 ２注3 ２注3 ２注3

小計 36 36 38
残り単位数注1 40 40 38
注１�　専門教育科目　第８類からは12単位まで算入を認める。また，他学部・他大
学開講専門教育科目については20単位まで算入を認める。

注２�　導入科目から６単位を取得した場合には，２単位を残り単位数に算入する。
注３　「演習二部」「卒業試験」から選択必修。早期卒業には適用しない。

コース別卒業要件

１）　２年次の科目登録時に１コースを必ず選択
２）　コース選択の変更は３年次の科目登録時に可能とする。

コースの選択について

法学部法律学科課程表
2019（平成31）年度以降入学生適用（その４）





〈カリキュラムマップの見方〉
　カリキュラムマップは、学科課程表にある各科目が学位授与の方針（ディプロマポリシー）のどれを達成するため
に置かれているかを示している表です。表の左から「科目ナンバリング」、「科目名」、「学位授与の方針の各項目」の
順に並んでおり、学位授与の方針の項目についている◎は「その科目がその方針の達成を最も重視していること」を
表し、○は「その科目がその方針の達成を重視していること」を表しています。
　科目を履修する際には、カリキュラムマップを参考にして、その科目が大学における学修全体の中でどのような意味・
目標をもっているかを理解しておくことが大切です。

〈科目ナンバリングの見方〉
　科目ナンバリングとは、その科目の性格を端的に示す記号で、以下のような情報から成っています。

L1	-	111	 - 	01	 - 	1	R	-	1

学科記号
L　英文学科
G　総合人文学科
H　歴史学科
P　教育学科
E　経済学科
C　共生社会経済学科
B　経営学科
J　法律学科
M　機械知能工学科
D　電気電子工学科
K　環境建設工学科
T　情報基盤工学科
Z　人間科学科
A　言語文化学科
S　情報科学科
R　地域構想学科

科目区分
学科課程表の分類に従い、順に
大分類、中分類、小分類

大分類の番号
1　教養教育科目
2　地域教育科目
3　外国語科目
4　保健体育科目
5　外国人留学生科目
6　専門教育科目
7　資格関連科目

中分類または小分類がない
場合は0。

開講学年
1　1年生
2　2年生
3　3年生
4　4年生

小分類内での
科目番号

必修選択の区分
R　必修科目
C　選択必修科目
E　選択科目

難易度
0　補習クラス
1　入門・基礎
2　中級
3　上級

＊	学科記号に続く一桁の数字はカリキュラムの世代を示すもので、
学生の皆さんが考慮する必要はありません。
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法学部法律学科

法の支配及
び法治主義
を理解し、
立法・司
法・行政と
それぞれに
携わる重要
機関の役割
を説明でき
る。

主要な法分
野における
基本的な価
値や法原理
を理解し、
それらを身
近な問題解
決に応用す
ることがで
きる。

日本の主要
な実定法を
体系的に理
解し、それ
らの基礎的
な内容を説
明できる。

一般的な法
的問題につ
いて、法的
判断に必要
な情報を集
め、それら
を整理して
要点を説明
することが
できる。

法を解釈し
適用する際
の法的論理
を理解し、
具体的事実
に法を適用
して法的判
断を導き出
すことがで
きる。

新しい社会
問題につい
て、法的対
応の現状を
説明し、あ
るいは別の
新たな法的
対応を提案
することが
できる。

聖書を学ぶ ◎ 〇
キリスト教の歴史と思想 ◎ 〇
キリスト教学Ａ（キリスト教と倫理） ◎ 〇
キリスト教学Ｂ（キリスト教と宗教） ◎ 〇
キリスト教学Ｃ（キリスト教と文化） ◎ 〇
キリスト教学Ｄ（キリスト教と現代社会） ◎ 〇
市民社会を生きる ◎
地球社会を生きる ◎
科学技術社会を生きる ◎
キャリア形成と大学生活 ◎
クリティカル･シンキング ◎ 〇
数理的思考の基礎 ◎
統計的思考の基礎 ◎
科学的思考の基礎 ◎ 〇
情報化社会の基礎 ◎ 〇
メディア・リテラシー ◎ ◎
読解・作文の技法 ◎

研究・発表の技法 ◎
哲学の基礎 ◎
芸術論 ◎
歴史学基礎 ◎
心理学 ◎
社会学 ◎
経営学 ◎
日本国憲法 ◎
環境の科学 ◎
自然の科学 ◎
健康の科学 ◎
文学 ◎
現代の政治 ◎
文化人類学 ◎
東北地域論 ◎
情報リテラシー ◎
地理学 ◎
現代の倫理 ◎

社会情勢論 ◎
震災と復興 〇 ◎
地域の課題Ⅰ ◎
地域の課題Ⅱ ◎

地域課題演習 ◎
英語ⅠＡ ◎ 〇
英語ⅠＢ ◎ 〇
英語ⅡＡ ◎ 〇
英語ⅡＢ ◎ 〇
ドイツ語ⅠＡ ◎ 〇
フランス語ⅠＡ ◎ 〇
中国語ⅠＡ ◎ 〇
韓国・朝鮮語ⅠＡ ◎ 〇
ドイツ語ⅠＢ ◎ 〇
フランス語ⅠＢ ◎ 〇
中国語ⅠＢ ◎ 〇
韓国・朝鮮語ⅠＢ ◎ 〇
ドイツ語Ⅱ ◎ 〇
フランス語Ⅱ ◎ 〇
中国語Ⅱ ◎ 〇
韓国・朝鮮語Ⅱ ◎ 〇
ベーシック英語 ◎
外国語コミュニケーションⅠ ◎
外国語コミュニケーションⅡ ◎
英語Ⅲ ◎ 〇
体育講義 ◎

スポーツ実技 ◎
日本事情Ａ ◎ 〇
日本事情Ｂ ◎ 〇
日本事情Ｃ ◎ 〇
日本語ⅠＡ ◎ 〇
日本語ⅠＢ ◎ 〇
日本語ⅡＡ ◎ 〇

日本語ⅡＢ ◎ 〇
法学部生入門 ◎ ○
法学の基礎 ◎ ○

政策・行政入門 ◎ ○

科目ナンバリング 科目名

学位授与の方針（ディプロマポリシー）
現代をよく
生きること
について、
キリスト教
の教えを踏
まえた考察
ができる

高度な知的
活動に必要
な汎用的諸
技能・能力
及び英語力
を活用でき
る

ものごとを
広く多様な
視点から認
識し、異な
る認識・思
考方法や価
値観に理解
を示すこと
ができる

専攻分野の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる 課題を発見
し、その解
決のために
学修成果を
総合的に活
用できる

○8

法学部　法律学科　カリキュラムマップ（その１）



法の支配及
び法治主義
を理解し、
立法・司
法・行政と
それぞれに
携わる重要
機関の役割
を説明でき
る。

主要な法分
野における
基本的な価
値や法原理
を理解し、
それらを身
近な問題解
決に応用す
ることがで
きる。

日本の主要
な実定法を
体系的に理
解し、それ
らの基礎的
な内容を説
明できる。

一般的な法
的問題につ
いて、法的
判断に必要
な情報を集
め、それら
を整理して
要点を説明
することが
できる。

法を解釈し
適用する際
の法的論理
を理解し、
具体的事実
に法を適用
して法的判
断を導き出
すことがで
きる。

新しい社会
問題につい
て、法的対
応の現状を
説明し、あ
るいは別の
新たな法的
対応を提案
することが
できる。

科目ナンバリング 科目名

学位授与の方針（ディプロマポリシー）
現代をよく
生きること
について、
キリスト教
の教えを踏
まえた考察
ができる

高度な知的
活動に必要
な汎用的諸
技能・能力
及び英語力
を活用でき
る

ものごとを
広く多様な
視点から認
識し、異な
る認識・思
考方法や価
値観に理解
を示すこと
ができる

専攻分野の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる 課題を発見
し、その解
決のために
学修成果を
総合的に活
用できる

憲法Ⅰ ○ ◎

憲法Ⅱ ○  ◎

憲法Ⅲ ○ ◎

憲法Ⅳ ◎ ○

行政法総論Ⅰ ○ ◎

行政法総論Ⅱ ○ ◎

租税法Ⅰ ◎ 〇

租税法Ⅱ ◎ ○ 　

行政法各論Ⅰ ◎ ○

行政法各論Ⅱ ◎ ○

行政救済法 ◎ 　 ○

経済法Ⅰ ○ ◎ 　

経済法Ⅱ ○ ◎

環境法 ○ ◎

社会保障法 ○ ◎

民法総則Ⅰ ◎ ○
民法総則Ⅱ ◎ ○
物権法Ⅰ ◎ ○
物権法Ⅱ ◎ ○
債権法総論Ⅰ ○ ◎
債権法総論Ⅱ ○ ◎
債権法各論Ⅰ ◎ ○
債権法各論Ⅱ ◎ ○
家族法Ⅰ ◎ ○
家族法Ⅱ ◎ ○
会社法Ⅰ ◎ ○
会社法Ⅱ ◎ ○
会社法Ⅲ ◎ ○
商法Ⅰ（総論） ◎ ○
商法Ⅱ（証券・決済） ○ ◎
商法Ⅲ（商取引・保険） ○ ◎
金融法 ○ ◎
民事手続法入門 ◎ ○
民事訴訟法Ⅰ ○ ◎
民事訴訟法Ⅱ ◎ ○
民事執行法・保全法 ◎ ○
倒産法 ◎ ○
労働法Ⅰ ◎ ○
労働法Ⅱ ○ ◎
知的財産法Ⅰ ○ ◎

知的財産法Ⅱ ○ ◎
刑法総論Ⅰ ◎ ○
刑法総論Ⅱ ◎ ○
刑法各論Ⅰ ○ ◎
刑法各論Ⅱ ○ ◎
刑事訴訟法Ⅰ ○ ◎
刑事訴訟法Ⅱ ○ ◎
刑事政策Ⅰ ○ ◎

刑事政策Ⅱ ○ ◎
法哲学Ⅰ ○ ◎
法哲学Ⅱ ○ ◎
法制史Ⅰ ○ ◎
法制史Ⅱ ○ ◎
日本法と外国法 ◎ ○

法文化論 ◎ ○
国際法Ⅰ ◎ ○
国際法Ⅱ ◎ ○
国際法Ⅲ ○ ◎
国際法Ⅳ ○ ◎
国際経済法 ○ ◎

国際私法 ○ ◎
政治学Ⅰ ○ ◎
政治学Ⅱ ○ ◎
政治思想史Ⅰ ◎ ○
政治思想史Ⅱ ◎ ○
国際政治論Ⅰ ○ ◎
国際政治論Ⅱ ○ ◎
比較政治論Ⅰ ○ ◎
比較政治論Ⅱ ○ ◎
地方自治論Ⅰ ◎ ○
地方自治論Ⅱ ◎ ○
行政学Ⅰ ○ ◎
行政学Ⅱ ○ ◎

平和学 ○ ◎
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法学部　法律学科　カリキュラムマップ（その２）



法の支配及
び法治主義
を理解し、
立法・司
法・行政と
それぞれに
携わる重要
機関の役割
を説明でき
る。

主要な法分
野における
基本的な価
値や法原理
を理解し、
それらを身
近な問題解
決に応用す
ることがで
きる。

日本の主要
な実定法を
体系的に理
解し、それ
らの基礎的
な内容を説
明できる。

一般的な法
的問題につ
いて、法的
判断に必要
な情報を集
め、それら
を整理して
要点を説明
することが
できる。

法を解釈し
適用する際
の法的論理
を理解し、
具体的事実
に法を適用
して法的判
断を導き出
すことがで
きる。

新しい社会
問題につい
て、法的対
応の現状を
説明し、あ
るいは別の
新たな法的
対応を提案
することが
できる。

科目ナンバリング 科目名

学位授与の方針（ディプロマポリシー）
現代をよく
生きること
について、
キリスト教
の教えを踏
まえた考察
ができる

高度な知的
活動に必要
な汎用的諸
技能・能力
及び英語力
を活用でき
る

ものごとを
広く多様な
視点から認
識し、異な
る認識・思
考方法や価
値観に理解
を示すこと
ができる

専攻分野の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる 課題を発見
し、その解
決のために
学修成果を
総合的に活
用できる

基礎演習Ⅰ ◎ ○
基礎演習Ⅱ ◎ ○
演習一部 ○ ◎
演習二部 ○ ◎
卒業試験 ○ ◎
コース総合演習Ａ ○ ◎
コース総合演習Ｂ ○ ◎
外国書講読 ○ ◎
法曹養成実習Ⅰ ○ ◎
法曹養成実習Ⅱ ○ ◎

法曹養成実習Ⅲ ○ ◎
経済原論Ⅰ ○ ◎
経済原論Ⅱ ○ ◎
国際経済論Ⅰ ○ ◎
国際経済論Ⅱ ○ ◎
財政学Ⅰ ○ ◎
財政学Ⅱ ○ ◎
社会保障論Ⅰ ○ ◎
社会保障論Ⅱ ○ ◎
海外研究Ⅰ ○ ◎
海外研究Ⅱ ○ ◎
法学専門技能 ◎ ○
コミュニケーション技能 ◎

専門特殊講義 　 ○ ◎
日本史要説 ◎
外国史要説 ◎
地誌学概説 ◎
地理学概説 ◎
日本近現代史 ◎
民俗学概論Ⅰ ◎
民俗学概論Ⅱ ◎
江戸から明治へ ◎
西洋中世史 ◎
西洋近代史 ◎
経営史Ⅰ ◎
経営史Ⅱ ◎
経済史Ⅰ ◎
経済史Ⅱ ◎
現代教職論 ◎
教育基礎論 ◎
教育の制度と経営 ◎
教育心理学 ◎
教育課程論 ◎
道徳教育の理論と方法 ◎
教育の方法と技術 ◎
教育相談の理論と方法 ◎
生徒指導・進路指導の理論と方法 ◎
社会・地理歴史科教育法（概論・理論） ○ ◎
社会・公民科教育法（概論・理論） ○ ◎
社会・地理歴史科教育法（実践） ○ ◎
社会・公民科教育法（実践） ○ ◎
社会・地理歴史科教育法（応用） ○ ◎
社会・公民科教育法（応用） ○ ◎
社会科教育法（発展） ○ ◎
特別支援教育論 ○ ◎
特別活動・総合的な学習の時間の理論と方法 ○ ◎
介護体験実習 ◎
教育実習Ⅰ ○ ◎
教育実習Ⅱ ○ ◎
教職実践演習（中・高） ◎

○10
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法学部法律学科課程表
	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

教

養

教

育

科

目

Ｔ

Ｇ

ベ

ー

シ

ッ

ク

人
間
的
基
礎

聖書を学ぶ 半期 2 ◎
キリスト教の歴史と思想 半期 2 ◎
キリスト教学A(キリスト教と倫理） 半期 2 ⎫

⎜
⎬◎
⎜
⎭

4科目のうち1科目2単位必修。計4単位
まで卒業単位に算入することができる。

キリスト教学B（キリスト教と宗教） 半期 2
キリスト教学C（キリスト教と文化） 半期 2
キリスト教学D（キリスト教と現代社会） 半期 2
市民社会を生きる 半期 2
地球社会を生きる 半期 2
科学技術社会を生きる 半期 2
キャリア形成と大学生活 半期 2

知
的
基
礎

クリティカル・シンキング 半期 2
数理的思考の基礎 半期 2
統計的思考の基礎 半期 2
科学的思考の基礎 半期 2
情報化社会の基礎 半期 2
メディア・リテラシー 半期 2
読解・作文の技法 半期 2
研究・発表の技法 半期 2

学

科

教

養

科

目

哲学の基礎 半期 ○ ○ 2

ＴＧベーシックの「人間的基礎」・「知的基礎」
の各々10単位を超える部分を算入することがで
きる。

芸術論 半期 ○ ○ 2
歴史学基礎 半期 ○ ○ 2
心理学 半期 ○ ○ 2
社会学 半期 ○ ○ 2
経営学 半期 2
日本国憲法 半期 ● 2
環境の科学 半期 ○ ○ 2
自然の科学 半期 ○ ○ 2
健康の科学 半期 ○ ○ 2
文学 半期 ○ ○ 2
現代の政治 半期 ● 2
文化人類学 半期 ○ ○ 2
東北地域論 半期 ○ ○ 2
情報リテラシー 半期 ○ ○ 2
地理学 半期 ○ ○ 2
現代の倫理 半期 ○ ○ 2
社会情勢論 半期 2

地
域
教
育
科
目

震災と復興 半期 ○ ○ 2
地域の課題Ⅰ 半期 ● 2 ◎
地域の課題Ⅱ 半期 ● 2
地域課題演習 通年 4

外

国

語

科

目

第１類

英語ⅠA 半期 ● 1 ◎
英語ⅠB 半期 ● 1 ◎
英語ⅡA 半期 ● 1 ◎
英語ⅡB 半期 ● 1 ◎

第

２

類

ドイツ語ⅠA 半期 ● 2

週2回開講

フランス語ⅠA 半期 ● 2
中国語ⅠA 半期 ● 2
韓国・朝鮮語ⅠA 半期 ● 2
ドイツ語ⅠB 半期 ● 2
フランス語ⅠB 半期 ● 2
中国語ⅠB 半期 ● 2
韓国・朝鮮語ⅠB 半期 ● 2
ドイツ語Ⅱ 半期 2
フランス語Ⅱ 半期 2
中国語Ⅱ 半期 2
韓国・朝鮮語Ⅱ 半期 2

第３類
ベーシック英語 半期 ● 1 「ベーシック英語」履修を指示された者は、「ベー

シック英語」履修の後に1年後期に開講される「英
語ⅠA」を履修すること。ただし「ベーシック英語」
と「英語Ⅲ」は進級・卒業単位に含まれない。英語Ⅲ 半期 1

保健体育科目 体育講義 半期 2
スポーツ実技 通年 ● ● 2

2017〜2018（平成29〜30）年度入学生適用（その１）
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	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

外
国
人
留
学
生
科
目

第
１
類

日本事情A 半期 2
日本事情B 半期 2
日本事情C 半期 2

第
２
類

日本語ⅠA 半期 ● 1
日本語ⅠB 半期 ● 1
日本語ⅡA 半期 ● 1
日本語ⅡB 半期 ● 1

専

門

教

育

科

目

導
入
科
目

法学部生入門 半期 ● 2 ⎫
⎜
⎬◎
⎜
⎭

4単位選択必修法学の基礎 半期 ● 2
政策・行政入門 半期 ● 2

第

１

類

憲法Ⅰ 半期 ● 2
憲法Ⅱ 半期 ● 2
憲法Ⅲ 半期 ● 2
憲法Ⅳ 半期 ● 2
行政法総論Ⅰ 半期 ● 2
行政法総論Ⅱ 半期 ● 2
行政法各論Ⅰ 半期 ● 2
行政法各論Ⅱ 半期 ● 2
行政救済法 半期 ● 2
経済法Ⅰ 半期 ● 2
経済法Ⅱ 半期 ● 2
税法 半期 ● 2
環境法 半期 ● 2
社会保障法 半期 ● 2

第

２

類

民法総則Ⅰ 半期 ● 2
民法総則Ⅱ 半期 ● 2
物権法Ⅰ 半期 ● 2
物権法Ⅱ 半期 ● 2
債権法総論Ⅰ 半期 ● 2
債権法総論Ⅱ 半期 ● 2
債権法各論Ⅰ 半期 ● 2
債権法各論Ⅱ 半期 ● 2
家族法Ⅰ 半期 ● 2
家族法Ⅱ 半期 ● 2
会社法Ⅰ 半期 ● 2
会社法Ⅱ 半期 ● 2
会社法Ⅲ 半期 ● 2
商法Ⅰ（総論） 半期 ● 2
商法Ⅱ（証券・決済） 半期 ● 2
商法Ⅲ（商取引・保険） 半期 ● 2
金融法 半期 ● 2
民事手続法入門 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅰ 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅱ 半期 ● 2
民事執行法・保全法 半期 ● 2
倒産法 半期 ● 2
労働法Ⅰ 半期 ● 2
労働法Ⅱ 半期 ● 2
知的財産法Ⅰ 半期 ● 2
知的財産法Ⅱ 半期 ● 2

法学部法律学科課程表
2017〜2018（平成29〜30）年度入学生適用（その２）
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	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

専

門

教

育

科

目

第

３

類

刑法総論Ⅰ 半期 ● 2
刑法総論Ⅱ 半期 ● 2
刑法各論Ⅰ 半期 ● 2
刑法各論Ⅱ 半期 ● 2
刑事訴訟法Ⅰ 半期 ● 2
刑事訴訟法Ⅱ 半期 ● 2
刑事政策Ⅰ 半期 ● 2
刑事政策Ⅱ 半期 ● 2

第

４

類

法哲学Ⅰ 半期 ● 2
法哲学Ⅱ 半期 ● 2
法制史Ⅰ 半期 ● 2
法制史Ⅱ 半期 ● 2
日本法と外国法 半期 2
法文化論 半期 ● 2

第

５

類

国際法Ⅰ 半期 ● 2
国際法Ⅱ 半期 ● 2
国際法Ⅲ 半期 ● 2
国際法Ⅳ 半期 ● 2
国際経済法 半期 ● 2
国際私法 半期 2

第

６

類

政治学Ⅰ 半期 ● 2
政治学Ⅱ 半期 ● 2
政治思想史Ⅰ 半期 ● 2
政治思想史Ⅱ 半期 ● 2
国際政治論Ⅰ 半期 ● 2
国際政治論Ⅱ 半期 ● 2
比較政治論Ⅰ 半期 ● 2
比較政治論Ⅱ 半期 ● 2
地方自治論Ⅰ 半期 ● 2
地方自治論Ⅱ 半期 ● 2
行政学Ⅰ 半期 ● 2
行政学Ⅱ 半期 ● 2
平和学 半期 ● 2

第

７

類

基礎演習Ⅰ 半期 ● 2
基礎演習Ⅱ 半期 ○ ○ 2
演習一部 通年 ● ● 4
演習二部 通年 ● ● 4 ⎫⎬◎

⎭
選択必修卒業試験 半期 2

コース総合演習A 半期 ● 2
コース総合演習B 半期 ● 2
外国書講読 通年 ● ● 4
法曹養成実習Ⅰ 通年 ● ● 2
法曹養成実習Ⅱ 通年 ● ● 2
法曹養成実習Ⅲ 通年 ● ● 2

第

８

類

経済原論Ⅰ 半期 ● 2

第8類から12単位まで卒業所要単位に算入する
ことを認める

経済原論Ⅱ 半期 ● 2
国際経済論Ⅰ 半期 ● 2
国際経済論Ⅱ 半期 ● 2
財政学Ⅰ 半期 ● 2
財政学Ⅱ 半期 ● 2
社会保障論Ⅰ 半期 ● 2
社会保障論Ⅱ 半期 ● 2
海外研究Ⅰ 半期 2
海外研究Ⅱ 半期 2
法学専門技能 半期 2
コミュニケーション技能 半期 2

第９類 専門特殊講義 半期 2

法学部法律学科課程表
2017〜2018（平成29〜30）年度入学生適用（その３）



○14

	 	 ⎧	●　－原則としてその学期で開講。
	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。
	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

教
育
職
員
免
許
状
の
教
科
に
関
す
る
科
目

外国語コミュニケーションⅠ 半期 ● 1 ◇
外国語コミュニケーションⅡ 半期 ● 1 ◇
日本史要説 半期 2
外国史要説 半期 2
地誌学概説 半期 2
地理学概説 半期 2
日本近現代史 半期 2
民俗学概論Ⅰ 半期 ● 2
民俗学概論Ⅱ 半期 ● 2
江戸から明治へ 半期 ● 2
西洋中世史 半期 ● 2
西洋近代史 半期 ● 2
経営史Ⅰ 半期 ● 2
経営史Ⅱ 半期 ● 2
経済史Ⅰ 半期 ● 2
経済史Ⅱ 半期 ● 2

教

職

等

に

関

す

る

科

目

現代教職論 半期 2 ◇

◇印は、教育職員免許状取得に必修。
☆印は、中学校教諭免許状取得に必修。

教育原理 通年 ● ● 4 ◇
教育心理学 半期 2 ◇
教育課程論 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅰ（社会・地理歴史） 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅰ（社会・公民） 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅱ（社会・地理歴史） 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅱ（社会・公民） 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅲ（社会・地理歴史） 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅲ（社会・公民） 半期 ● 2 ◇
教科教育法Ⅳ（社会） 半期 ● 2
道徳教育の理論と方法 半期 ● 2 ☆
特別活動の理論と方法 半期 2 ◇
教育方法 半期 2 ◇
教育の相談と指導Ⅰ 半期 ● 2 ◇
教育の相談と指導Ⅱ 半期 ● 2 ◇
教育実習Ⅰ 通年 ● ● 3 ◇
教育実習Ⅱ 通年 ● ● 2 ☆
教職実践演習（中・高） 半期 ● 2 ◇
介護体験実習 通年 ● ● 2 ☆

卒業に必要な最低修得単位数
分　　　類 単　位　数

教養教育科目
TGベーシック

人間的基礎 10 必修６単位含む
知的基礎 10

ＴＧベーシック～学科教養科目
他学部・他大学開講教養教育科目 16

地域教育科目 ２ 必修
外国語科目　第１類 ４ 必修
教養教育科目　学科教養科目，地域教育科目
外国語科目　第2類，保健体育科目，
他学部・他大学開講非専門教育科目

８

専門教育科目　導入科目 ４ 選択必修
専門教育科目　導入科目，第1類～第9類
他学部・他大学開講専門教育科目 70 「演習二部」・「卒業試験」から選択必修

合　　　計 124

法律学科卒業要件

政策・行政 企業法務 法律専門職
導入科目 ４注2 ４注2 ４注2

第1類 8 4 8
第2類 10 18 16
第3類 4 2 8
第4類

6第5類
第6類 8
第7類 ２注3 ２注3 ２注3

小計 36 36 38
残り単位数注1 38 38 36
注１�　専門教育科目　第８類からは12単位まで算入を認める。また，他学部・他大
学開講専門教育科目については20単位まで算入を認める。

注２�　導入科目から６単位を取得した場合には，２単位を残り単位数に算入する。
注３　「演習二部」「卒業試験」から選択必修。早期卒業には適用しない。

コース別卒業要件

　１）　２年次の科目登録時に１コースを必ず選択
　２）　コース選択の変更は３年次の科目登録時に可能とする。

コースの選択について

法学部法律学科課程表
2017〜2018（平成29〜30）年度入学生適用（その４）



〈カリキュラムマップの見方〉
　カリキュラムマップは、学科課程表にある各科目が学位授与の方針（ディプロマポリシー）のどれを達成するため
に置かれているかを示している表です。表の左から「科目ナンバリング」、「科目名」、「学位授与の方針の各項目」の
順に並んでおり、学位授与の方針の項目についている◎は「その科目がその方針の達成を最も重視していること」を
表し、○は「その科目がその方針の達成を重視していること」を表しています。
　科目を履修する際には、カリキュラムマップを参考にして、その科目が大学における学修全体の中でどのような意味・
目標をもっているかを理解しておくことが大切です。

〈科目ナンバリングの見方〉
　科目ナンバリングとは、その科目の性格を端的に示す記号で、以下のような情報から成っています。

L	111	-	01	 - 	1	R	-	1

学科記号
Ｌ　英文学科
Ｇ　総合人文学科
Ｈ　歴史学科
Ｐ　教育学科
Ｅ　経済学科
Ｃ　共生社会経済学科
Ｂ　経営学科
Ｊ　法律学科
Ｍ　機械知能工学科
Ｄ　電気電子工学科
Ｋ　環境建設工学科
Ｔ　情報基盤工学科
Ｚ　人間科学科
Ａ　言語文化学科
Ｓ　情報科学科
Ｒ　地域構想学科

科目区分
学科課程表の分類に従い、順に
大分類、中分類、小分類

大分類の番号
1　教養教育科目
2　地域教育科目
3　外国語科目
4　保健体育科目
5　外国人留学生科目
6　専門教育科目
7　資格関連科目

中分類または小分類がない
場合は0。

開講学年
1　1年生
2　2年生
3　3年生
4　4年生

小分類内での
科目番号

必修選択の区分
R　必修科目
C　選択必修科目
E　選択科目

難易度
0　補習クラス
1　入門・基礎
2　中級
3　上級

○15



法の支配及
び法治主義
を理解し、
立法・司
法・行政と
それぞれに
携わる重要
機関の役割
を説明でき
る。

主要な法分
野における
基本的な価
値や法原理
を理解し、
それらを身
近な問題解
決に応用す
ることがで
きる。

日本の主要
な実定法を
体系的に理
解し、それ
らの基礎的
な内容を説
明できる。

一般的な法
的問題につ
いて、法的
判断に必要
な情報を集
め、それら
を整理して
要点を説明
することが
できる。

法を解釈し
適用する際
の法的論理
を理解し、
具体的事実
に法を適用
して法的判
断を導き出
すことがで
きる。

新しい社会
問題につい
て、法的対
応の現状を
説明し、あ
るいは別の
新たな法的
対応を提案
することが
できる。

聖書を学ぶ ◎ 〇
キリスト教の歴史と思想 ◎ 〇
キリスト教学Ａ（キリスト教と倫理） ◎ 〇
キリスト教学Ｂ（キリスト教と宗教） ◎ 〇
キリスト教学Ｃ（キリスト教と文化） ◎ 〇
キリスト教学Ｄ（キリスト教と現代社会） ◎ 〇
市民社会を生きる ◎
地球社会を生きる ◎
科学技術社会を生きる ◎
キャリア形成と大学生活 ◎
クリティカル･シンキング ◎ 〇
数理的思考の基礎 ◎
統計的思考の基礎 ◎
科学的思考の基礎 ◎ 〇
情報化社会の基礎 ◎ 〇
メディア・リテラシー ◎ ◎
読解・作文の技法 ◎

研究・発表の技法 ◎
哲学の基礎 ◎
芸術論 ◎
歴史学基礎 ◎
心理学 ◎
社会学 ◎
経営学 ◎
日本国憲法 ◎
環境の科学 ◎
自然の科学 ◎
健康の科学 ◎
文学 ◎
現代の政治 ◎
文化人類学 ◎
東北地域論 ◎
情報リテラシー ◎
地理学 ◎
現代の倫理 ◎
社会情勢論 ◎

社会情勢論 （サテライト） ◎
震災と復興 〇 ◎
地域の課題Ⅰ ◎
地域の課題Ⅱ ◎

地域課題演習 ◎
英語ⅠＡ ◎ 〇
英語ⅠＢ ◎ 〇
英語ⅡＡ ◎ 〇
英語ⅡＢ ◎ 〇
ドイツ語ⅠＡ ◎ 〇
フランス語ⅠＡ ◎ 〇
中国語ⅠＡ ◎ 〇
韓国・朝鮮語ⅠＡ ◎ 〇
ドイツ語ⅠＢ ◎ 〇
フランス語ⅠＢ ◎ 〇
中国語ⅠＢ ◎ 〇
韓国・朝鮮語ⅠＢ ◎ 〇
ドイツ語Ⅱ ◎ 〇
フランス語Ⅱ ◎ 〇
中国語Ⅱ ◎ 〇
韓国・朝鮮語Ⅱ ◎ 〇
ベーシック英語 ◎

英語Ⅲ ◎ 〇
体育講義 ◎

スポーツ実技 ◎
日本事情Ａ ◎ 〇
日本事情Ｂ ◎ 〇
日本事情Ｃ ◎ 〇
日本語ⅠＡ ◎ 〇
日本語ⅠＢ ◎ 〇
日本語ⅡＡ ◎ 〇

日本語ⅡＢ ◎ 〇
法学部生入門 ◎ ○
法学の基礎 ◎ ○

政策・行政入門 ◎ ○

科目ナンバリング 科目名

学位授与の方針（ディプロマポリシー）
現代をよく
生きること
について、
キリスト教
の教えを踏
まえた考察
ができる

高度な知的
活動に必要
な汎用的諸
技能・能力
及び英語力
を活用でき
る

ものごとを
広く多様な
視点から認
識し、異な
る認識・思
考方法や価
値観に理解
を示すこと
ができる

専攻分野の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる 課題を発見
し、その解
決のために
学修成果を
総合的に活
用できる

○16

法学部　法律学科　カリキュラムマップ（その１）



法の支配及
び法治主義
を理解し、
立法・司
法・行政と
それぞれに
携わる重要
機関の役割
を説明でき
る。

主要な法分
野における
基本的な価
値や法原理
を理解し、
それらを身
近な問題解
決に応用す
ることがで
きる。

日本の主要
な実定法を
体系的に理
解し、それ
らの基礎的
な内容を説
明できる。

一般的な法
的問題につ
いて、法的
判断に必要
な情報を集
め、それら
を整理して
要点を説明
することが
できる。

法を解釈し
適用する際
の法的論理
を理解し、
具体的事実
に法を適用
して法的判
断を導き出
すことがで
きる。

新しい社会
問題につい
て、法的対
応の現状を
説明し、あ
るいは別の
新たな法的
対応を提案
することが
できる。

科目ナンバリング 科目名

学位授与の方針（ディプロマポリシー）
現代をよく
生きること
について、
キリスト教
の教えを踏
まえた考察
ができる

高度な知的
活動に必要
な汎用的諸
技能・能力
及び英語力
を活用でき
る

ものごとを
広く多様な
視点から認
識し、異な
る認識・思
考方法や価
値観に理解
を示すこと
ができる

専攻分野の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる 課題を発見
し、その解
決のために
学修成果を
総合的に活
用できる

憲法Ⅰ ○ ◎
憲法Ⅱ ○ ◎
憲法Ⅲ ○ ◎
憲法Ⅳ ◎ ○
行政法総論Ⅰ ○ ◎
行政法総論Ⅱ ○ ◎
行政法各論Ⅰ ◎ ○
行政法各論Ⅱ ◎ ○
行政救済法 ◎ 　 ○
経済法Ⅰ ○ ◎ 　
経済法Ⅱ ○ ◎
税法 ◎ ○ 　
環境法 ○ ◎

社会保障法 ○ ◎
民法総則Ⅰ ◎ ○
民法総則Ⅱ ◎ ○
物権法Ⅰ ◎ ○
物権法Ⅱ ◎ ○
債権法総論Ⅰ ○ ◎
債権法総論Ⅱ ○ ◎
債権法各論Ⅰ ◎ ○
債権法各論Ⅱ ◎ ○
家族法Ⅰ ◎ ○
家族法Ⅱ ◎ ○
会社法Ⅰ ◎ ○
会社法Ⅱ ◎ ○
会社法Ⅲ ◎ ○
商法Ⅰ（総論） ◎ ○
商法Ⅱ（証券・決済） ○ ◎
商法Ⅲ（商取引・保険） ○ ◎
金融法 ○ ◎
民事手続法入門 ◎ ○
民事訴訟法Ⅰ ○ ◎
民事訴訟法Ⅱ ◎ ○
民事執行法・保全法 ◎ ○
倒産法 ◎ ○
労働法Ⅰ ◎ ○
労働法Ⅱ ○ ◎
知的財産法Ⅰ ○ ◎

知的財産法Ⅱ ○ ◎
刑法総論Ⅰ ◎ ○
刑法総論Ⅱ ◎ ○
刑法各論Ⅰ ○ ◎
刑法各論Ⅱ ○ ◎
刑事訴訟法Ⅰ ○ ◎
刑事訴訟法Ⅱ ○ ◎
刑事政策Ⅰ ○ ◎

刑事政策Ⅱ ○ ◎
法哲学Ⅰ ○ ◎
法哲学Ⅱ ○ ◎
法制史Ⅰ ○ ◎
法制史Ⅱ ○ ◎
日本法と外国法 ◎ ○

法文化論 ◎ ○
国際法Ⅰ ◎ ○
国際法Ⅱ ◎ ○
国際法Ⅲ ○ ◎
国際法Ⅳ ○ ◎
国際経済法 ○ ◎

国際私法 ○ ◎
政治学Ⅰ ○ ◎
政治学Ⅱ ○ ◎
政治思想史Ⅰ ◎ ○
政治思想史Ⅱ ◎ ○
国際政治論Ⅰ ○ ◎
国際政治論Ⅱ ○ ◎
比較政治論Ⅰ ○ ◎
比較政治論Ⅱ ○ ◎
地方自治論Ⅰ ◎ ○
地方自治論Ⅱ ◎ ○
行政学Ⅰ ○ ◎
行政学Ⅱ ○ ◎

平和学 ○ ◎
基礎演習Ⅰ ◎ ○
基礎演習Ⅱ ◎ ○
演習一部 ○ ◎
演習二部 ○ ◎
卒業試験 ○ ◎
コース総合演習Ａ ○ ◎
コース総合演習Ｂ ○ ◎
外国書講読 ○ ◎
法曹養成実習Ⅰ ○ ◎
法曹養成実習Ⅱ ○ ◎

法曹養成実習Ⅲ ○ ◎
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法学部　法律学科　カリキュラムマップ（その２）



法の支配及
び法治主義
を理解し、
立法・司
法・行政と
それぞれに
携わる重要
機関の役割
を説明でき
る。

主要な法分
野における
基本的な価
値や法原理
を理解し、
それらを身
近な問題解
決に応用す
ることがで
きる。

日本の主要
な実定法を
体系的に理
解し、それ
らの基礎的
な内容を説
明できる。

一般的な法
的問題につ
いて、法的
判断に必要
な情報を集
め、それら
を整理して
要点を説明
することが
できる。

法を解釈し
適用する際
の法的論理
を理解し、
具体的事実
に法を適用
して法的判
断を導き出
すことがで
きる。

新しい社会
問題につい
て、法的対
応の現状を
説明し、あ
るいは別の
新たな法的
対応を提案
することが
できる。

科目ナンバリング 科目名

学位授与の方針（ディプロマポリシー）
現代をよく
生きること
について、
キリスト教
の教えを踏
まえた考察
ができる

高度な知的
活動に必要
な汎用的諸
技能・能力
及び英語力
を活用でき
る

ものごとを
広く多様な
視点から認
識し、異な
る認識・思
考方法や価
値観に理解
を示すこと
ができる

専攻分野の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる 課題を発見
し、その解
決のために
学修成果を
総合的に活
用できる

経済原論Ⅰ ○ ◎
経済原論Ⅱ ○ ◎
国際経済論Ⅰ ○ ◎
国際経済論Ⅱ ○ ◎
財政学Ⅰ ○ ◎
財政学Ⅱ ○ ◎
社会保障論Ⅰ ○ ◎
社会保障論Ⅱ ○ ◎
海外研究Ⅰ ○ ◎
海外研究Ⅱ ○ ◎
法学専門技能 ◎ ○
コミュニケーション技能 ◎

専門特殊講義 　 ○ ◎
外国語コミュニケーションⅠ ◎
外国語コミュニケーションⅡ ◎
日本史要説 ◎
外国史要説 ◎
地誌学概説 ◎
地理学概説 ◎
日本近現代史 ◎
民俗学概論Ⅰ ◎
民俗学概論Ⅱ ◎
江戸から明治へ ◎
西洋中世史 ◎
西洋近代史 ◎
経営史Ⅰ ◎
経営史Ⅱ ◎
経済史Ⅰ ◎
経済史Ⅱ ◎
現代教職論 ◎
教育原理 ◎
教育心理学 ◎
教育課程論 ◎
教科教育法Ⅰ（社会・地理歴史） ◎
教科教育法Ⅰ（社会・公民） ◎
教科教育法Ⅱ（社会・地理歴史） ◎
教科教育法Ⅱ（社会・公民） ◎
教科教育法Ⅲ（社会・地理歴史） ◎
教科教育法Ⅲ（社会・公民） ◎
教科教育法Ⅳ（社会） ◎
道徳教育の理論と方法 ◎
特別活動の理論と方法 ◎
教育方法 ◎
教育の相談と指導Ⅰ ◎
教育の相談と指導Ⅱ ◎
教育実習Ⅰ ◎
教育実習Ⅱ ◎
教職実践演習（中・高） ◎
介護体験実習 ◎
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法学部法律学科課程表
	 	 ⎧	●－原則としてその学期で開講。	 	 ⎜	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。	 	 ⎜	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

教

養

教

育

科

目

第

１

類

人
間
的
基
礎

聖書を学ぶ 半期 2 ◎
キリスト教の歴史と思想 半期 2 ◎
キリスト教学Ａ（キリスト教と倫理） 半期 2 ⎫

⎜
⎬◎
⎜
⎭

4科目のうち1科目2単位必修。計4単位
まで卒業単位に算入することができる。

キリスト教学Ｂ（キリスト教と宗教） 半期 2
キリスト教学Ｃ（キリスト教と文化） 半期 2
キリスト教学Ｄ（キリスト教と現代社会） 半期 2
市民社会を生きる 半期 2
地球社会を生きる 半期 2
科学技術社会を生きる 半期 2
キャリア形成と大学生活 半期 2

知
的
基
礎

クリティカル･シンキング 半期 2
数理的思考の基礎 半期 2
統計的思考の基礎 半期 2
科学的思考の基礎 半期 2
情報化社会の基礎 半期 2
メディア･リテラシー 半期 2
読解･作文の技法 半期 2
研究･発表の技法 半期 2

第

２

類

哲学の基礎 半期 ○ ○ 2

第1類「人間的基礎」・「知的基礎」の各々10単
位を超える部分を算入することができる。

芸術論 半期 ○ ○ 2
歴史学 半期 ○ ○ 2
心理学 半期 ○ ○ 2
社会学 半期 ○ ○ 2
経営学 半期 2
日本国憲法 半期 ● 2
環境の科学 半期 ○ ○ 2
自然の科学 半期 ○ ○ 2
健康の科学 半期 ○ ○ 2
文学 半期 ○ ○ 2
現代の政治 半期 ● 2
文化人類学 半期 ○ ○ 2
東北地域論 半期 ○ ○ 2
情報リテラシー 半期 ○ ○ 2
地理学 半期 ○ ○ 2
震災と復興 半期 ○ ○ 2
現代の倫理 半期 ○ ○ 2
資格試験入門 半期 2
社会情勢論 半期 2

外

国

語

科

目

第１類 英語ⅠＡ 半期 ● 1  ◎
英語ⅠＢ 半期 ● 1  ◎

第

２

類

英語ⅡＡ（総合） 半期 ● 1 ⎫
⎜
⎬◎
⎜
⎭

1単位選択必修英語ⅡＡ（読解） 半期 ● 1
英語ⅡＡ（会話） 半期 ● 1
英語ⅡＡ（実用） 半期 ● 1
英語ⅡＢ（総合） 半期 ● 1 ⎫

⎜
⎬◎
⎜
⎭

1単位選択必修英語ⅡＢ（読解） 半期 ● 1
英語ⅡＢ（会話） 半期 ● 1
英語ⅡＢ（実用） 半期 ● 1

第

３

類

ドイツ語ⅠＡ 半期 ● 2

　週2回開講

フランス語ⅠＡ 半期 ● 2
中国語ⅠＡ 半期 ● 2
韓国・朝鮮語ＩＡ 半期 ● 2
ドイツ語ＩＢ 半期 ● 2
フランス語ＩＢ 半期 ● 2
中国語ＩＢ 半期 ● 2
韓国・朝鮮語ⅠＢ 半期 ● 2
ドイツ語Ⅱ 半期 2
フランス語Ⅱ 半期 2
中国語Ⅱ 半期 2
韓国・朝鮮語Ⅱ 半期 2

保健体育科目 体育講義 半期 2
スポーツ実技 通年 2

2013〜2016（平成25～28）年度入学生適用（その１）
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	 	 ⎧	●－原則としてその学期で開講。	 	 ⎜	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。	 	 ⎜	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

外
国
人
留
学
生
科
目

第
１
類

日本事情Ａ 半期 2
日本事情Ｂ 半期 2
日本事情Ｃ 半期 2

第
２
類

日本語Ⅰ 通年 2
日本語Ⅱ 通年 2

専

門

教

育

科

目

導
入
科
目

大学生活入門 半期 ● 2 ⎫
⎜
⎬◎
⎜
⎭

4単位選択必修法学の基礎 半期 ● 2
法的思考入門 半期 ● 2

第

１

類

憲法Ⅰ 半期 ● 2
憲法Ⅱ 半期 ● 2
憲法Ⅲ 半期 ● 2
憲法Ⅳ 半期 ● 2
行政法総論Ⅰ 半期 ● 2
行政法総論Ⅱ 半期 ● 2
行政法各論Ⅰ 半期 ● 2
行政法各論Ⅱ 半期 ● 2
行政救済法 半期 ● 2
経済法Ⅰ 半期 ● 2
経済法Ⅱ 半期 ● 2
税法 半期 ● 2
環境法 半期 ● 2
社会保障法 半期 ● 2

第

２

類

民法総則Ⅰ 半期 ● 2
民法総則Ⅱ 半期 ● 2
物権法Ⅰ 半期 ● 2
物権法Ⅱ 半期 ● 2
物権法Ⅲ 半期 ● 2
債権法総論Ⅰ 半期 ● 2
債権法総論Ⅱ 半期 ● 2
債権法各論Ⅰ 半期 ● 2
債権法各論Ⅱ 半期 ● 2
家族法Ⅰ 半期 ● 2
家族法Ⅱ 半期 ● 2
商法総論 半期 ● 2
会社法Ⅰ 半期 ● 2
会社法Ⅱ 半期 ● 2
会社法Ⅲ 半期 ● 2
商取引法 半期 ● 2
手形法・小切手法 半期 ● 2
保険法 半期 ● 2
民事手続法入門 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅰ 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅱ 半期 ● 2
民事訴訟法Ⅲ 半期 ● 2
民事執行法・保全法 半期 ● 2
倒産法 半期 ● 2
労働法Ⅰ 半期 ● 2
労働法Ⅱ 半期 ● 2
労働法Ⅲ 半期 ● 2
知的財産法Ⅰ 半期 2
知的財産法Ⅱ 半期 2

法学部法律学科課程表
2013〜2016（平成25～28）年度入学生適用（その２）



○21

	 	 ⎧	●－原則としてその学期で開講。	 	 ⎜	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。	 	 ⎜	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

専

門

教

育

科

目

第

３

類

刑法総論Ⅰ 半期 ● 2
刑法総論Ⅱ 半期 ● 2
刑法各論Ⅰ 半期 ● 2
刑法各論Ⅱ 半期 ● 2
刑事訴訟法Ⅰ 半期 ● 2
刑事訴訟法Ⅱ 半期 ● 2
刑事政策Ⅰ 半期 ● 2
刑事政策Ⅱ 半期 ● 2

第

４

類

法哲学Ⅰ 半期 ● 2
法哲学Ⅱ 半期 ● 2
西洋法制史Ⅰ 半期 ● 2
西洋法制史Ⅱ 半期 ● 2
日本法制史Ⅰ 半期 ● 2
日本法制史Ⅱ 半期 ● 2
ローマ法 半期 2
英米法 半期 2
ドイツ法 半期 2
フランス法 半期 2
法文化論 半期 ● 2

第

５

類

国際法一部Ⅰ 半期 ● 2
国際法一部Ⅱ 半期 ● 2
国際法二部Ⅰ 半期 ● 2
国際法二部Ⅱ 半期 ● 2
国際経済法 半期 ● 2
国際取引法 半期 2
国際私法 半期 2
国際人権・人道法 半期 ● 2

第

６

類

政治学Ⅰ 半期 ● 2
政治学Ⅱ 半期 ● 2
政治思想史Ⅰ 半期 ● 2
政治思想史Ⅱ 半期 ● 2
国際政治論Ⅰ 半期 ● 2
国際政治論Ⅱ 半期 ● 2
比較政治論Ⅰ 半期 ● 2
比較政治論Ⅱ 半期 ● 2
地方自治論Ⅰ 半期 ● 2
地方自治論Ⅱ 半期 ● 2
行政学Ⅰ 半期 ● 2
行政学Ⅱ 半期 ● 2
平和学 半期 ● 2

第

７

類

基礎演習Ⅰ 半期 ● 2
基礎演習Ⅱ 半期 ○ ○ 2
演習一部 通年 4
演習二部 通年 4
外国書講読Ⅰ（英語） 通年 4
外国書講読Ⅱ（ドイツ語） 通年 4
外国書講読Ⅲ（フランス語） 通年 4

第

８

類

経済原論Ⅰ 半期 ● 2

第8類から12単位まで卒業所要単位に算入する
ことを認める

経済原論Ⅱ 半期 ● 2
国際経済論Ⅰ 半期 ● 2
国際経済論Ⅱ 半期 ● 2
財政学Ⅰ 半期 ● 2
財政学Ⅱ 半期 ● 2
社会保障論Ⅰ 半期 ● 2
社会保障論Ⅱ 半期 ● 2
海外研究Ⅰ 半期 2
海外研究Ⅱ 半期 2
法学専門技能 半期 2
コミュニケーション技能 半期 2

第９類 専門特殊講義 半期 2
自
由
科
目

法曹養成実習Ⅰ 通年 2
法曹養成実習Ⅱ 通年 2
法曹養成実習Ⅲ 通年 2

法学部法律学科課程表
2013〜2016（平成25～28）年度入学生適用（その３）
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	 	 ⎧	●－原則としてその学期で開講。	 	 ⎜	 ※開講学年前期後期欄	⎨	○○－原則として前期、後期の両方で開講。どちらか一方を履修。	 	 ⎜	 	 ⎩	空欄－開講期はシラバス・履修要項を参照。

区　分 科　　　目　　　名
開
講
期

開　　講　　学　　年 備　　　　考１年 ２年 ３年 ４年

前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位
前
期
後
期
単
位

	 ◎印－必修科目
⎫
⎬	◎印－選択必修科目
⎭

科
目

の
教
科
に
関
す
る

教
育
職
員
免
許
状

日本史要説 半期 2
外国史要説 半期 2
地誌学概説 半期 2
地理学概説 半期 2
日本近現代史 半期 2
民俗学概論Ⅰ 半期 ● 2
民俗学概論Ⅱ 半期 ● 2
西洋中世史 半期 ● 2
西洋近代史 半期 ● 2

教

職

等

に

関

す

る

科

目

現代教職論 半期 2 ◇

◇印は、教育職員免許状取得に必修。
☆印は、中学校教諭免許状取得に必修。

教育原理 通年 ● 4 ◇
教育心理学 半期 2 ◇
教育課程論 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅰ（社会・地理歴史） 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅰ（社会・公民） 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅱ（社会・地理歴史） 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅱ（社会・公民） 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅲ（社会・地理歴史） 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅲ（社会・公民） 半期 ● 2 ◇
教科教育研究Ⅳ（社会） 半期 2
道徳教育研究 半期 ● 2 ☆
特別活動研究 半期 2 ◇
教育方法 半期 2 ◇
教育の相談と指導Ⅰ 半期 ● 2 ◇
教育の相談と指導Ⅱ 半期 ● 2 ◇
教育実習Ⅰ 通年 ● ● 3 ◇
教育実習Ⅱ 通年 ● ● 2 ☆
教職実践演習（中・高） 半期 ● 2 ◇
介護体験実習 通年 ● ● 2 ☆

・卒業に必要な最低修得単位数
分　　　類 単　位　数

教養教育科目
第１類

人間的基礎教育科目 10 必修６単位含む
知的基礎教育科目 10

第１類～第２類、他学部・他大学
開講教養教育科目 20

外国語科目 第１類 2 必修
外国語科目 第２類 2 選択必修
教養教育科目　第２類、
外国語科目 第２類～第３類、
保健体育科目、他学部・他大学開講非専門教育科目

6

専門教育科目 導入科目 4 選択必修
専門教育科目　�導入科目、第１類～第９類
	 �他学部・他大学開講専門教育科目 74

合　　　計 128

法律学科卒業要件

政策・行政 企業法務 国際法務 法律専門職 法曹養成 総合法務
導入科目 4 注２ 4 注２ 4 注２ 4 注２ 4 注２ 4 注２

第１類 8 6 4 8 8 4
第２類 10 20 10 20 24 10
第３類 4 4 4 6 8 4
第４類

12第５類 2 10 注３

第６類 10
第７類 4 注４

小計 36 36 36 38 44 34
残り単位数 注１ 42 42 42 40 34 注５ 44
注1　�専門教育科目　第8類からは12単位まで算入を認める。また、他学部・他大学開講専門
教育科目については20単位まで算入を認める。

注２　�導入科目から6単位を修得した場合には、2単位を残り単位数に算入する。
注３　�この部分に限り、第5類科目+「法文化論」＋ ｢国際政治論Ⅰ、Ⅱ」+「比較政治論Ⅰ、Ⅱ」
+「平和学」から10単位修得することを要件とする。

注４　�外国書講読Ⅰ・Ⅱ・Ⅲから４単位を修得しなければならない。
注５　�この他に自由科目「法曹養成実習Ⅰ」+「法曹養成実習Ⅱ」+「法曹養成実習Ⅲ」の科目

登録をしなければならない。

コース別卒業要件

　１）　２年次及び３年次の科目登録時に１コースを必ず選択
　２）　４年次の科目登録時に必ず６コースを優先順に選択。
　３）　コース選択の変更は３年次および４年次の科目登録時に可能とする。

コースの選択について

法学部法律学科課程表
2013〜2016（平成25～28）年度入学生適用（その４）
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区　分 授 業 科 目  
１　年 ２　年 ３　年 ４　年 単　位 

備　　　　　　　　　　　　　　　　考 
合　計 

週授業時数 週授業時数 週授業時数 週授業時数 単 
位 

単 
位 

単 
位 

単 
位 

教 
　 
　 
　 
　 
養 
　 
　 
　 
　 
教 
　 
　 
　 
　 
育 
　 
　 
　 
科 
　 
　 
　 
　 
目 

（その１） （平成23年度以降入学生適用） 
法 学 部 法 律 学 科 課 程 

　 

専 
門 
教 
育 
科 
目 

保健体育科目 

第三類 

外 
　 
　 
　 
国 
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科 
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Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 

キリスト教学ⅠＡ 

キリスト教学ⅠＢ 

キリスト教学ⅡＡ 

キリスト教学ⅡＢ

哲 学 の 基 礎  

現 代 の 倫 理  

歴 史 学  

現 代 の 政 治  

心 理 学  

現 代 社 会 論  

ジ ェ ン ダ ー 論  

文 化 人 類 学  

日 本 国 憲 法  

現 代 史  

論 証 の 科 学  

マスコミュニケーション論 

現 代 ア ジ ア 論  

東 北 地 域 論  

社 会 情 勢 論  

文 学  

基 礎 数 学  

現 代 の 表 現 文 化  

コンピュータ科学 

コンピュータ演習 

大 学 生 活 入 門  

生 命 の 科 学  

環 境 の 科 学  

資 格 試 験 入 門  

　 

　 

　 

　 

　 

　 

英 語 Ｉ  

　 

　 

　 

ド イ ツ 語 Ⅱ  

フ ラ ン ス 語 Ⅱ  

中 国 語 Ⅱ  

韓 国 ・ 朝 鮮 語  

体 育 講 義  

ス ポ ー ツ 実 技  

日 本 事 情 Ａ  

日 本 事 情 Ｂ  

日 本 事 情 Ｃ  

日 本 語 Ｉ  

日 本 語 Ⅱ  

法 過 程 入 門  

実 定 法 概 論  

法 的 思 考 入 門  

導
入
科
目 

第
二
類 

外
国
人
留
学
生
科
目 

第
一
類 

第
　
四
　
類 

第
　
　
　
三
　
　
　
類 

第
一
類 

第
　
　
　
　
　
二
　
　
　
　
　
類 

第
二
類 

第
一
類 

① 

英 語 Ⅱ（読 解） 

英 語 Ⅱ（会 話） 

英 語 Ⅱ（実 用） 

ド イ ツ 語 Ｉ（ s ） 

フランス語Ｉ（ s ） 

中 国 語 Ｉ（ s ） 

ド イ ツ 語 Ｉ（w） 

フランス語Ｉ（w） 

中 国 語 Ｉ（w） 

 

 

・法律学科を卒業し学士の学位を得るためには128単位以上
　を修得しなければならない。 
・×印は必修科目を示す。 
・×｛ 印はいずれか選択必修。 
・他大学開講科目とは、単位互換の協定を締結している他大
　学開講科目をいう。 
・週授業時数の表示のない授業科目は、原則として前期もし

くは後期の半期開講科目である。（開講期については授業
時間表及び大学要覧を参照のこと。） 

・教養教育科目は、�第１類の６単位、�第２類から８単位 
　以上、�第３類から４単位以上、合計18単位以上修得しな
　ければならない。また、このほかに�教養教育科目第１類～
　第３類、他学部・他大学開講教養教育科目から10単位以上、
　�教養教育科目第１類～第３類、外国語科目第３類・第４
　類、保健体育科目、他学部・他大学開講非専門教育科目か
　ら８単位以上を修得しなければならない。 
・教育職員免許状を取得しようとする者は、日本国憲法２単
　位、コンピュータ演習２単位、英語Ⅱ（会話）２単位及び
　スポーツ実技２単位をそれぞれ修得しなければならない。 
・外国語科目は、第１類から２単位、第２類から２単位、計
　４単位を修得しなければならない。 
・外国語科目第１類「英語Ⅱ（実用）」については、必要な

指導を受けたうえで、以下の場合、学則第24条の５の規定
に基づき、本学における授業科目の履修とみなして、単位
を認定できるものとする。 
イ　実用英語技能検定、ＴＯＥＦＬ、ＴＯＥＩＣ（以下、

併せて「英語技能検定と呼ぶ」）のいずれかにおいて、
別に定める一定以上の成績をおさめて科目登録時に単
位認定の申請を行い、その申請が認められた場合 

ロ　「英語Ⅱ（読解）」または「英語Ⅱ（会話）」の単位を
修得して、英語技能検定のいずれかにおいて、別に定
める一定以上の成績をおさめて科目登録時に単位認定
の申請を行い、その申請が認められた場合 

・外国語科目第２類については、必要な指導を受けたうえで、
以下の場合、学則第24条の５の規定に基づき、本学におけ
る授業科目の履修とみなして、単位を認定できるものとす
る。 
イ　ドイツ語技能検定、実用フランス語技能検定、または、

中国語技能検定（以下、併せて「外国語技能検定」と
呼ぶ）のいずれかにおいて、別に定める一定以上の成
績をおさめ、科目登録時に当該外国語技能検定に対応
する科目の単位認定を申請し、その申請が認められた
場合 

ロ　外国語科目第２類のうちいずれかの科目の単位を履修
し、その科目とは異なる言語の外国語技能検定のいず
れかにおいて、別に定める一定以上の成績をおさめ、
科目登録時に当該外国語技能検定に対応する科目の単
位認定を申請し、その申請が認められた場合 

・外国人留学生科目は、外国人留学生のみが履修できる。ま
　た、その修得単位は、次により10単位まで他の科目の修得
　単位に代えることができる。 
　�　第１類　日本事情Ａは教養教育科目第２類の２単位。 
　　　　　　　日本事情Ｂは教養教育科目第３類の２単位。 
　　　　　　　日本事情Ｃは保健体育科目「体育講義」の２単位。 
　�　第２類　日本語Ⅰは外国語科目第１類英語Ⅱ（読解）の 
　　　　　　　２単位。 
　　　　　　　日本語Ⅱは外国語科目第２類ドイツ語Ⅰ（ｓ）、 
　　　　　　　フランス語Ⅰ（ｓ）、中国語Ⅰ（ｓ）のいずれか 
　　　　　　　２単位。 
・専門教育科目については、導入科目から４単位以上のほか
　に、次により84単位以上を修得するものとする。 
　ただし、第８類からの修得単位のうち12単位までを卒業所
　要単位として認める。なお、他学部・他大学開講科目につ
　いては20単位まで算入を認める。 
　イ　政策・行政コース　第１類及び第２類並びに第６類から
　　　　　　　　　　　　それぞれ12単位以上、第３類から４
　　　　　　　　　　　単位以上を修得しなければならない。 

法学部法律学科課程
（その１）� （2011〜2012（平成23〜24）年度入学生適用）

○23
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区　分 授 業 科 目  
１　年 ２　年 ３　年 ４　年 単　位 

備　　　　　　　　　　　　　　　　考 
合　計 

週授業時数 週授業時数 週授業時数 週授業時数 単 
位 

単 
位 

単 
位 

単 
位 

（その２） （平成23年度以降入学生適用） 
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Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 

民 法 総 則  

物 権 法  

担 保 物 権 法  

債 権 法 総 論  

債 権 法 各 論  

親 族 法 ・ 相 続 法  

商 法 総 則  

商 行 為 法  

会 社 法  

手形法・小切手法 

保 険 法  

民 事 訴 訟 法  

民 事 執 行 法  

倒 産 処 理 法  

知 的 財 産 法 Ⅰ  

知 的 財 産 法 Ⅱ  

労 働 法  

刑 法 一 部  

刑 法 二 部  

刑 事 訴 訟 法  

刑 事 政 策  

少 年 法  

法 哲 学  

西 洋 法 制 史  

日 本 法 制 史  

ロ ー マ 法  

英 米 法  

ド イ ツ 法  

フ ラ ン ス 法  

法 文 化 論  

国 際 法 一 部  

国 際 法 二 部  

国 際 経 済 法  

国 際 取 引 法  

国 際 私 法  

政 治 学  

政 治 思 想 史 Ⅰ  

政 治 思 想 史 Ⅱ  

国 際 政 治 論  

比 較 政 治 論  

地 方 自 治 論  

行 政 学  

平 和 学  

第
　
六
　
類 

第
　
三
　
類 

専
　
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
　
育
　
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
　
目 

第
　
　
　
　
　
二
　
　
　
　
　
類 

第
　
五
　
類 
第
　
四
　
類 

② 

第 
　 
　 

一 
　 
　 

類 

憲 法 一 部  

憲 法 二 部  

行 政 法 総 論  

行 政 法 各 論  

行 政 救 済 法  

経 済 法  

税 法  

環 境 法  

社 会 保 障 法  

4 4 

4 

4 

4 

2 
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2 

2 

2

2 2  
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4
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2

　ロ　企業法務コース　第１類から８単位以上、第２類から
　　　　　　　　　　　24単位以上、第３類及び第５類から
　　　　　　　　　　　それぞれ４単位以上を修得しなけれ
　　　　　　　　　　　ばならない。 
　ハ　国際法務コース　第１類から８単位以上、第２類及び
　　　　　　　　　　　第５類からそれぞれ12単位以上、第
　　　　　　　　　　　３類及び第７類からそれぞれ４単位
　　　　　　　　　　　以上を修得しなければならない。た
　　　　　　　　　　　だし、本コースに限り第５類に、第
　　　　　　　　　　　５類科目＋「法文化論」＋「国際政治
　　　　　　　　　　　論」＋「比較政治論」＋「平和学」の
　　　　　　　　　　　中から12単位を修得しなければなら
　　　　　　　　　　　ない。及び第７類の外国書講読Ⅰ・
　　　　　　　　　　　Ⅱ・Ⅲから４単位を修得しなければ
　　　　　　　　　　　ならない。 
　ニ　法律専門職コース　第１類から12単位以上、第２類から
　　　　　　　　　　　24単位以上、第３類から８単位以上
　　　　　　　　　　　を修得しなければならない。 
　ホ　法曹養成コース　第１類から12単位以上、第２類から
　　　　　　　　　　　28単位以上、第３類から８単位以上
　　　　　　　　　　　を修得しなければならない。ただし、
　　　　　　　　　　　本コースに限り自由科目の「法曹養
　　　　　　　　　　　成実習Ⅰ」、「法曹養成実習Ⅱ」、及
　　　　　　　　　　　び「法曹養成実習Ⅲ」の科目を登録
　　　　　　　　　　　しなければならない。 
　ヘ　総合法務コース　第１類から６単位以上、第２類から
　　　　　　　　　　　12単位以上、第３類から４単位以
　　　　　　　　　　　上、第４類・第５類・第６類から16
　　　　　　　　　　　単位以上を修得しなければならない。 
・第８類の「法学専門技能」（２単位）については、必要な指

導を受けたうえで法学検定試験２級の資格を取得して単位
認定の申請を行い、その申請が認められた場合、学則第24
条の５の規定に基づき、本学における授業科目の履修とみ
なし、単位を認定できるものとする。 

・第８類の「コミュニケーション技能」（２単位）については、
以下の場合、学則第24条の５の規定に基づき、単位を認定
できるものとする。 
イ　外国語科目第１類のうちいずれかの科目の単位を修得

し、英語技能検定のいずれかにおいて、別に定める一
定以上の成績をおさめて単位認定の申請を行い、その
申請が認められた場合 

ロ　外国語科目第２類のうちいずれかの科目の単位を修得
し、外国語技能検定のいずれかにおいて、別に定める
一定以上の成績をおさめて単位認定の申請を行い、そ
の申請が認められた場合 

 
卒業に必要な最低修得単位数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

科　　目　　分　　類 卒業所要単位 
教養教育科目　第１類 
教養教育科目　第２類 
教養教育科目　第３類 
教養教育科目　第１類～第３類 
他学部・他大学開講教養教育科目 
教養教育科目　第１類～第３類 
外 国 語 科 目　第３類～第４類 
保健体育科目 
他学部・他大学開講非専門教育科目 
外 国 語 科 目　第１類 
外 国 語 科 目　第２類 
専門教育科目　導入科目 
専門教育科目　導入科目、第１類～第９類 
他学部・他大学開講専門教育科目 

６ 
8 
4 

10 
 
 

8
 
 
 
2 
2 
4 

 84  

単位合計 
　128単位 

 

（その２）� 法学部法律学科課程（2011〜2012（平成23〜24）年度入学生適用）
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区　分 授 業 科 目  
１　年 ２　年 ３　年 ４　年 単　位 

備　　　　　　　　　　　　　　　　考 
合　計 

週授業時数 週授業時数 週授業時数 週授業時数 単 
位 

単 
位 

単 
位 

単 
位 

（その３） （平成23年度以降入学生適用） 
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Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 

教

職

等

に

関

す

る

科

目

 

③ 

現 代 教 職 論  

教 育 原 理  

教 育 心 理 学  

教 育 課 程 論  

教 科 教 育 研 究 Ⅰ  
（社会・地理歴史） 

教 科 教 育 研 究 Ⅰ  
（社 会 ・ 公 民） 

教 科 教 育 研 究 Ⅱ  
（社会・地理歴史） 

教 科 教 育 研 究 Ⅱ  
（社 会 ・ 公 民） 

教 科 教 育 研 究 Ⅲ  
（社会・地理歴史） 

教 科 教 育 研 究 Ⅲ  
（社 会 ・ 公 民） 

教 科 教 育 研 究 Ⅳ  
（社 　 　 　 　 会） 

道 徳 教 育 研 究  

特 別 活 動 研 究  

教 育 方 法  

教 育 の 相 談 と 指 導 Ⅰ  

教 育 の 相 談 と 指 導 Ⅱ  

教 育 実 習 Ⅰ  

教 育 実 習 Ⅱ  

教職実践演習（中・高） 

介 護 体 験 実 習  
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第九類 

基 礎 演 習 Ⅰ  

基 礎 演 習 Ⅱ  

演 習 一 部  

演 習 二 部  

　 

　 

　 

経 済 原 論  

国 際 経 済 論  

財 政 学  

社 会 保 障 論  

経 営 学  

ア メ リ カ 研 究  

法 学 専 門 技 能  

コミュニケーション技能 

専 門 特 殊 講 義  

法 曹 養 成 実 習 Ⅰ  

法 曹 養 成 実 習 Ⅱ  

法 曹 養 成 実 習 Ⅲ  

日 本 史 要 説  

外 国 史 要 説  

地 誌 学 概 説  

地 理 学 概 説  

日 本 近 現 代 史  

民 俗 学 概 論  

西 洋 中 世 史  

西 洋 近 代 史  

第
　
八
　
類 

自
由
科
目 

第
　
　

七
　

　
類 外国書講読Ⅰ（英 　 　 語） 

外国書講読Ⅱ（ド イ ツ 語） 

外国書講読Ⅲ（フランス語） 

教
科
に
関
す
る
科
目 

教
育
職
員
免
許
状
の 

専
　
　
　
門
　
　
　
教
　
　
　
育
　
　
　
科
　
　
　
目 

コース別卒業要件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊１　専門教育科目　第８類からは12単位まで算入を認める。

また、他学部・他大学開講専門教育科目については20
単位まで算入を認める。 

＊２　導入科目から６単位を修得した場合には、２単位を残
り単位数に算入する。 

＊３　この部分に限り、第５類科目＋「法文化論」＋「国際政
治論」＋「比較政治論」＋「平和学」から12単位修得す
ることを要件とする。 

＊４　外国書講読Ⅰ・Ⅱ・Ⅲから４単位を修得しなければな
らない。 

＊５　この他に自由科目「法曹養成実習Ⅰ」＋「法曹養成実
習Ⅱ」＋「法曹養成実習Ⅲ」の科目登録をしなければ
ならない。 

・コース選択年次は２年次とする。 
 
年次別最高履修単位数 
 
 
 
＊　３年次に関して、例外として①３年次編入生・復学者等

には必要な指導を受けたうえ、60単位まで履修を認める
ことがある。②申請をした上で資格関係科目について48
単位を超えて履修することができる。 

 
・教育職員免許状を得ようとする者は、大学要覧（教職課程）
　を参照のこと。 
 
・○印は、教育職員免許状取得に必修。 
 
・☆印は、中学校教諭免許状取得に必修。 
 
・教育職員免許状の教科に関する科目と教職等に関する科目
　は、卒業単位に含まれないので、注意すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎は必修、△は選択必修。 
社　　会：中学校教論１種免許状 
地理歴史：高等学校教論１種免許状 
公　　民：高等学校教論１種免許状 
 
・道徳教育研究は中学校教諭免許状にのみ適用。 

○　2 

○　4 

○　2 

○　2
 

○　2 

 
○　2 

 
○　2 

 
○　2 

 
○　2 

 
○　2 

 
2 

 
☆　2 

○　2 

○　2 

○　2 

○　2 

○　3 

☆　2 

○　2 

☆　2

導入科目 
第１類 
第２類 
第３類 
第４類 
第５類 
第６類 
第７類 
小　計 

残り単位数       

政策・行政 企業法務 国際法務 法律専門職 法曹養成 総合法務 
4 

12 
12 
4 
 
 

12 
 

44 
44

4 
8 

24 
4 
 

4 
 
 

44 
44

4 
8 

12 
4 
 

12 
 

4 
44 
44

4 
12 
24 
8 
 
 
 
 

48 
40

4 
12 
28 
8 
 

5 
 
 

52 
36

4 
6 

12 
4 
 

16 
 
 

42 
46＊1

＊3

＊4

＊3

＊4

＊5

年次別最高履修単位数 
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 
48単位 48単位 48単位 制限なし 

＊2

＊1

免許状の種類 

社会 
社会 

地理歴史 
社会 
公民 

社会 
地理歴史 
公民 

地理歴史 公民 
地理歴史 
公民 

教科教育研究Ⅰ 
（社会・地理歴史） 
教科教育研究Ⅰ 

（ 社 会・公 民 ） 
教科教育研究Ⅱ 

（社会・地理歴史） 
教科教育研究Ⅱ 

（ 社 会・公 民 ） 
教科教育研究Ⅲ 

（社会・地理歴史） 
教科教育研究Ⅲ 

（ 社 会・公 民 ） 

◎ 

◎ 

△ 

△ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

◎ 

△

△ 

 

◎ 
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〔資料〕

集中講義について
科　　目 単位 対象学年 担当者 開講時期（予定）

前）海外研究Ⅰ 2 2年 井　出　達　郎 別に指示する
後）海外研究Ⅱ 2 2年 井　出　達　郎 別に指示する
行政学Ⅰ　※１ 2

3年 藤　井　浩　司
9月予定

行政学Ⅱ　※１ 2 1月予定
ローマ法　※２ 2 3年 林　　　信　夫 9月予定
フランス法　 2 4年 藤　野　美都子 9月予定
経済法Ⅰ　※１ 2 4年

中　村　　　良 9月予定
経済法Ⅱ　※１ 2 4年
社会保障法　 2 4年 阿　部　未　央 9月予定
国際取引法 2 4年 平　　　　　覚 9月予定
国際私法　※１ 2 3年 関　口　晃　治 9月予定
※１　2012年度以前入学生は履修できません。
※２　2017年度以前入学生は履修できません。

以下の科目は2012年度以前入学生のみ履修できる科目です。
科　　目 単位 対象学年 担当者 開講時期（予定）

行政学 4 3年 藤　井　浩　司
9月予定
1月予定

経済法 4 4年 中　村　　　良 9月予定

注１：�集中講義期間は、９月４日（水）から９月13日（金）（８日（日）は除く）まで、１月６日（月）から１月９日（木）
までの予定ですが、都合により上記期間以外に行われる場合がありますので、掲示に注意してください。

注２：�開講時期はあくまで予定です。正式の開講日時・校時は別に掲示して連絡しますので注意してください。
注３：開講時期が重複する可能性がありますので注意してください。
注４：�前期で修了した前期集中講義科目の履修期間の表記が、My TG上、「後期集中」になっているところがあります。

これは授業・時間割照会画面や履修申請状況画面等で見られますが、後期にも何か授業等が行われる訳ではあ
りません。

注５：前期集中講義科目の成績は、原則、後期成績発表時に公開されます。
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